判例研究     平和事件

                                                                          税理士   田添  正寿

1． 平和事件の概要

原告Xは、パチンコ機器製造等を業とするH会社の代表取締役であるほか、有価証券の保有、運用を目的として設立されたN会社の取締役も兼ね、昭和６３年１２月末現在H会社の発行済株式数５，８８８万株のうち、４，３２５万株及びN会社の資本金５００万円のうち４９０万円の出資持分をそれぞれ有していた。

Xは、N会社に対し、平成元年３月１０日、H会社の株式３，０００万株をN証券会社等を介して、総額３，４５０億円で譲渡し、同年３月１５日、３，４５５億円余を無期限、無利息、無担保で貸し付けた。

Xは、同日T銀行等３行から本件貸付金の原資を年利３，３７５％で借入れ、N会社からの本件株式の譲渡代金等を持って、当該借入金を返済し、１日分の利息３，１９４万円余を支払った。

この結果、本件株式はXからN会社への本件株式の譲渡代金等をもって、当該借入金を返済し、１日分の利息３、１９４万円余を支払った。

この結果、本件株式はXからN会社へ移転し、本件貸借は残存し、N会社は、平成２年９月期６億円、同３年９月期９億円の配当収入を得た。平成４年１０月、N会社は、解散して本件株式を持って本件貸借に係る債務を弁済したが、本件株式の下落により、１，３９８億円余の債務残が生じたXは、これを免除して貸倒損失として処理した。

これに対して、被告税務署長Yは、平成４年６月、本件貸借について所得税法１５７条の規定を適用して、本件貸借について所得税法１５７条の規定を適用し、本件貸借によってXに利息収入（３年分で裁定後４９５億円余）が生じたものとして、平成元年から３年分までの所得税について更正及び過少申告税の賦課決定をした。

争点１

本件貸借に対する本件規定（同族会社の行為・計算の否認）を適用することの可否

原告Xの主張

  本件規定の趣旨は、個人が同族会社行為・計算を利用して行う租税回避行為の否認にある。

個人の所得を論ずる以上、外部からの経済価値の流入としての「所得」が発生し、また担税力を基礎付ける経済的利益が個人に帰属することが前提

したがって、本件規定の要件としては、

· 法人の行為・計算が一般当事者間で通常行われる法形式と異なる事

· これを通常の形態とした場合には、株主等である株主等に所得が生じる事

· 法人の行為・計算により個人の所得が減少する反面において一般の法形式によれば生ずべき所得にかわるべき経済的効果を受けている事

· その結果、上記行為・計算を持って所得税の負担をことさら軽減させるための租税回避行為と評価できる事

よって本件は、①所得価値の流入なし  ②Xに何らの経済的価値を還元していない

ゆえに本件は、合法的節税であり、１５７条の適用はない

被告Yの主張

  同族会社の行為・計算が通常の独立当事者間の取引とは異なり、経済的合理性を欠き、その結果、株主等の所得税の負担が減少すれば、行為・計算の否認の要件としては十分

不当性とは、独立当事者間の取引と乖離する事

よって、本件は経済的合理性を欠き、１５７条の適用は適当である

判決

  １５７条は税負担の公平を維持するため、このような行為・計算が行われた場合、それを正常な行為・計算に引き直して当該株主等の所得税の更正等の権限を税務署長に認める。

本件規定を適用するには、客観的にみて同族会社の行為又は計算であって、これを容認した場合にはその株主等の負担を減少させ、その減少が不当と評価されれば足りる。
このような不自然、不合理な取引行為によって、当然収受できたであろう受取利息相当額の収入が発生しないことになるから,結果として当該個人の所得税負担が減少することになる。

したがって、株主等が同族会社に対して無利息貸付をした場合には、特段に事情がない限り、本件規定の適用があり、本件においては、特段の事情は認められない。

争点２

本件規定を適用する場合の適用利率（Ｙは全国銀行の長期貸出金利５，５８％を主張）

Ｘ主張
金銭消費貸借の利息に係る利率は、当事者間の関係、借り主の支払い能力、貸し主の利息徴収の可能性、契約の目的及び期間等の具体的な状況に応じて千差万別であって、「疑わしきは納税者の利益に」という租税法の原則に照らせば、本件消費貸借について適正な利率を決定することは不可能である。

本件消費貸借に係る適正な利率は、原告が金融機関から借り入れた金員の約定利率である３，３７５％を上回らないべきである。（通達３６－４９）

Ｙ税務署長の主張

本件消費貸借の融資額が多額であること、Ｎ社の借入目的が本件株式を長期に保有するための取得資金であること等から、かかる経済的実質に即したＮ社の標準的な行為又は計算としては金融機関からの借り入れが想定できるとして、本件消費貸借当時の全国銀行における貸出約定利率に相当する利息の約定があったものとみなすべきである。

判決　

通常の経済人である個人が特殊関係のない法人に金員を貸しつけるにあたり、当該法人が金融機関から当該金員を借り入れる際に必要な利率と同額の利率をつけることには経済的合理性が認められるから、結局において、銀行の貸出平均金利を基礎としてＸの雑所得を計算することには合理性が認められる。

本件においては、本件貸借の条件、貸付先の資力等を勘案すれば、全国銀行の長期貸出金利（５，５８％）によるのが相当である。

争点３

国税当局担当者の解説書における個人の無償貸付には課税関係は生じないとする見解の存在を論拠とする本件各更正に対する信義則の適用の有無

Ｘの主張

税務実務においては、長年にわたり所得税と法人税における所得概念の相違等から、個人が法人に無利息貸付をしても課税上の問題は生じないものと確信されてきており、係る税務実務の存在は、課税庁の担当職員がその感触を明示して執筆した著作物にその旨の記載があることからも明らかである。

本件消費貸借がかかる公の見解を信頼してされたものであること、その信頼が保護に値するものであることは多言を要しないから、本件各更正は信義則に反し、違法である。

Ｙ税務署長の主張

本件各更正の当時において、個人が法人に無利息貸付をしても課税上の問題は生じないとの税務実務が存在していたことはなかった。

また、課税処分が信義則の適用により違法となる場合があるとしても、租税法律主義の原則が貫かれるべき租税法規の適用における納税者間の平等、公平という要請を犠牲にしてもなお当事者の信頼を保護しなければ正義に反するといえるような特別の事情が存する場合に初めてその適用の是非を考えるべきものである。

本件においては、公的見解の表示事実そのものが存在せず、本件各更正について信義則の適用を考える余地はない。

判決

租税法律主義における信義則の適用があるのは、租税法規の適用以上に納税者の信頼を保護しなければ正義に反するような特別の事情がある場合に限られ、少なくとも、税務官庁が納税者に対して信頼の対象となる公的見解を表示したことが必要となる。本件においては、税務官庁の担当者による文献には、個人から法人への無利息貸付は一般に課税対象にはならない旨記述があるが、いずれも一般的な税務事例に則した解説書の性質を有する私的な著作物というほかなく、公的見解の表示と同視することはできない。よって、本件各更正が信義則の適用によって違法となる余地はない。

争点４

「争点３」と同じ理由による本件各決定における国税通則法６５条４項における「正当な理由」の存否

Ｘの主張

Xの認定利息の無申告は、申告当時において個人から法人への無利息貸付について課税されることはありえないとする課税庁職員の一致した見解が公表されていたことに基づくものであるが、被告Ｙ税務署長は、かかる通説的見解を突如改変して本件各更正を行ったのである。

したがって、原告が本件認定利息をその所得税の税額の計算の基礎としなかったことについて前記「正当な理由」が存在していたことは明らかであるから、本件各決定は違法である。

Ｙ税務署長の主張
同族会社に対してその代表者が、無利息で貸付をする場合において、当該代表者には本件規定は適用されないとの公的見解が表示された事実はないから、原告が本件認定利息をその所得税の税額の基礎としなかったことについて国税通則法６５条４項の「正当な理由」はなく、本件各決定は適法である。

判決

前記争点３における判決のことは、本件各決定に対し、国税通則法６５条４項の「正当な理由」にも該当しない。

争点５

Ｎ会社の解散によって本件貸付金が一部回収できなかったことを理由とする所得税法６４条１項、１５２条の規定の可否。

Ｘの主張
本件は認定利息として擬制されたものであるから、そのような事案にあっては、原告が認定利息相当額の利息債権を有していたものと擬制して所得税法６４条１項の適用あるいは類推適用すべきであり、かかる解釈は、税負担の公平維持を目的とする本件規定の趣旨にも合致する。

また、本件各通知で問題とされているのは本件認定利息であるから貸付金元本の貸倒に関する規定である所得税法５１条４項は本件各通知においては適用がない。

したがって、本件各通知は違法である。

Ｙ被告税務署長の主張

所得税法６４条１項は、収入金額にかかる私法上の債権が存在し、その債権が回収不能になった場合を前提に規定されたものであり、本件各処分は、原告に係る課税所得の計算上、本件規定を適用して、原告とＮ社との間の本件消費貸借を有利息取引に引き直し、通常の期間内に利息相当額の授受が行われたものと想定し、原告の税額等を計算する上で本件認定利息を擬制したものにすぎず、利息債権の発生を認定したものではなく、現実にされた行為又は計算そのものに実体的変動を生じさせるものではない。

したがって、本件各通知は適法である。

判決

所得税法６４条１項が適用されるのは、所得の年度帰属について所得税法が権利確定主義を採用していることから、収入すべき権利に対応する金額に限定されるものと解されるところ、本件規定は、税務署長の定めるところによって計算された所得金額等に基づいて更正等を行うことができるとするものであって、現実の収入や収入すべき権利を私法上発生させるものではなく、通常生ずべきものも認定された収入金額をもって、所得金額の計算を行うということにすぎないのであるから、この収入金額に同法６４条１項を適用又は類推適用する余地はない。

高裁判決

争点１について

  控訴人の理論構築は、第一審と違うが、高裁の判決内容については、１５７条の適用に関してほぼ全面的に一審判決を支持している。

争点２について

  高裁の判決における本件規定を適用する場合の適用利率については、第一審判決同様、銀行の貸出平均金利を適用すべきとしたが、以下のように利率を修正している。

「第一審の利率は、平成元年３月末日における利率別貸出残高の加重算術平均値であり、同日現在において既に貸し出されて残高として残っているものを利率別残高ごとに加重平均した値であるから、前記趣旨の全国銀行における貸出平均金利は、平成元年の全国銀行の総合新規貸出約定平均金利である４，８７０％を用いるのが相当である。」

として、この利率に基づいて計算した雑所得の金額を上回る部分は違法になるとした。

争点３について

  第一審判決において、当局担当者の書いた解説書が、「公的見解の表示」とはいえないので、それを信じたところで信義則の適用はないとしている。高裁の判決においても、第一審判決を全面的に支持している。したがって、担当者の肩書付きの解説書であっても、そこに記載されている内容は一般的なものにすぎず、それを信じて一定の行為をしても信義則により、救済されることはないのである。

争点４について

第一審判決が信義則の適用を否定したことから、直ちに加算税減免の「正当な理由」の存在も否定した。しかしながら、この判示は、解説書の内容と異なる課税関係が生じ、しかも加算税まで課してよいというのは納税者にとっては納得しがたいものであった。

これに対して、高裁の判決は、

「本件解説書の内容記載が税務当局の見解を反映したものと認識し、すなわち、税務当局が個人から法人に対する無利息貸付に対しては課税しないとの見解であると解することは、無理のないことである。控訴人の税務関係のスタッフも本件消費貸借をするに際し税務当局が個人から法人に対する無利息貸付については課税しないとの見解であると解していたことが認められ、これを単なる法解釈についての不知、認識ということはできない」

として、加算税減免の正当な理由の存在を認め、合計３７億円余の加算税賦課決定を取り消した。

争点５について

貸付金の回収不能に関する所得税法６４条１項の適用については、高裁の判決は、第一審判決を全面的に支持した。

